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５．今後の方向性（担当室による内部評価）

（中事業名）※予算書事業名

地域活力創生事業

人
工
数

②概算人件費 0千円

0.00人 0.00人 0.00人

0.00人 0.00人臨時職員等

職員

※「No.1451総合
戦略推進事業」で
取組推進

※「No.1451総合戦
略推進事業」で取
組推進

※「No.1451総合
戦略推進事業」で
取組推進

0千円

0千円

0.00人

(0千円) 0千円 7,220千円

0.00人

0千円(0千円) 0千円 7,220千円 0千円①+②総事業費

0.00人

0千円 0千円

内
訳

(

千
円

)

国･県支出金

その他（　　　）

地方債

一般財源 (0)

0.00人 0.95人

00 0 0 0

担当室名 室長名

0千円 0千円 0千円 0千円

主な事業の
実績・計画

＜H27現年＞「名張市移住・
定住支援ネットワーク会議」の
設置、開催（計2回）
＜H28年度への繰越明許費
1,600千円＞
○移住・定住の様々な相談に
ワンストップで対応する「（仮
称）名張市移住・定住ホットラ
イン」の開設
○県主催の移住相談会、情
報発信イベントへの参加、官
民連携、協働による移住・定
住促進事業の実施、移住・定
住促進のためのリーフレット
作成、ホームページの充実、
「名張市移住・定住支援ネット
ワーク会議」の開催

H.28年度(作成時予算額)H.27年度（決算見込）

①直接事業費

（小事業名）

企画費 「ええとこやんか三重」県と市町の移住促進事業

H.31年度（計画予算）H.30年度（計画予算）H.29年度（計画予算）

(H.28)No.

「ええとこやんか三重」県と市町の移住
促進事業

総
合
計
画

政 策 新しい時代を拓く自立と協働による地域経営

基本施策 持続可能な市政運営

施 策

-

企画財政部 地域活力創生室 山下　光彦

事務事業名

担当部局名

1452 (H.27)No.

事業コード 029901会計区分
一般会計

総務費

総務管理費

戦略的な都市経営

小 施 策

事業目的（めざす効果）

　移住・定住の促進につながる様々な事業展開により、
本市への転入者増加を図ります。

事業内容

H.31年度（事業計画）

　関西圏を中心に、地方暮らしを考えている人を本市に
呼び込むため、県との連携や市内の不動産業界、移住
者支援団体等との協働により、移住希望者に対しての
情報発信、また、様々なライフスタイルの選択肢を提供
できる体制を整備し、本市への転入促進を図る取組を
進めます。

H.29年度（事業計画） H.30年度（事業計画）

戦略的行政の推進

３．総合計画の目標達成に向けた主な事業の実績・計画

重点施策コード

H.27年度（事業量・取組実績） H.28年度（事業量・取組計画）

６．事務事業の取組に関係する主な市の計画具体的な見直し内容・検討内容、継続の理由

実践している（※実践内容を記載→）

名張市 まち･ひと･しごと創生 総合戦略
　地方創生に係る交付金を活用した事業としては平成28年度で終了しますが、本市への移
住・定住を促進する取組は継続して行います。

　不動産業界や移住者支援団体、就職・転職支援機関と市との協働
による「名張市移住・定住支援ネットワーク会議」の取組を進めていま
す。

地域づくり組織、市民活動団体等との連携･協働は図れないか

４．担当室による事務事業の点検 （*点検等による成果向上や見直しが困難な事業(法令等による義務的経費、災害復旧等緊急事業など)は点検対象外）

 【選択肢】
　 継続（改善）、継続（現行）、継続（拡大）、継続（縮小）、統合検討、休止検討、廃止検討、事業完了（予定含む）

事業完了（予定含む）

　移住・定住を希望される方からの仕事や住まいをはじめとした様々な
相談への対応のほか、名張市の移住・定住に関する情報の発信等に
取り組むことを目的とし、不動産業界や移住者支援団体、就職・転職
支援機関と市との協働による「名張市移住・定住支援ネットワーク会
議」を設置しました。

点検項目 内容（施策達成への貢献内容、連携･協働の実践･検討内容）

　人口減少・少子高齢社会等の対応に向け策定した「総合戦略」に基
づく地方創生の交付金事業を実施しました。また、平成28年4月より地
域活力創生室を設置し、より実効性の高い取組を進めます。

事業内容や取組成果は、総合計画の施策達成に貢献しているか

Ｂ（いずれかの施策指標達成に貢献又は基本方針達成に貢献）

　本市の地域特性を踏まえ、移住者の望むライフスタイルにあった地
域紹介が出来るような仕組みづくりの取組を進めます。

考察（H.27年度の取組評価、課題） 今後の対応方針（課題解決への取組、工夫・改善の内容）


